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The Israeli Economy: Globalisation and High-Tech Industry 





With its geopolitical implications, Israel’s presence in the Middle East is 
conspicuous. Over the last two decades, Israel has rapidly expanded its sphere 
of influence to other parts of the world through economic transactions. Its 
dramatic development has been supported by its economic globalisation and 
high-tech industry. Israel currently belongs with the developed economies as 
a member state of the OECD, with a per-capita income of US$ 35,000, and is 
often referred to as a “success story” that other countries can draw lessons from 
for their own economic development. 
Part One attempts to analyse the factors, mainly related to economic 
policies, which contributed to the paradigm shift in Israel’s development 
strategy from the Zionist socialistic ideology to the neoliberal globalising policy 
orientation. The turning point was the economic reform introduced in 1985, 
which enabled the Bank of Israel to play an independent and leading role in 
monetary and fiscal policies against the rampant hyperinflation at the time. 
However, it should be noted that the reform package was a co-product of Israel 
and the US administration, supported by financial assistance attached to the 
reform. For the US, an economically stabilized Israel was an essential strategic 
asset against the Soviet Union. Since then, various reforms were introduced 
gradually, such as liberalisation of the labour market, privatisation, 
liberalisation of the financial market, and capital transfers. However, the 
voluminous favourable grant from the US was essential in absorbing balance 
of payment constraints and various social tensions through the transition 
period. Therefore, Israel’s transition to a neoliberal globalised economy was 
not a model that could be easily imported by other developing countries in the 
region. 
中東レビュー  Vol.4 (2016-2017) 















国際的にも独自の存在感を持つようになっている。一人当たり GDP も 2015 年現在 34,300 ド























中央銀行のイスラエル銀行（Bank of Israel：以下 BOI）の有力な総裁（在職 1991年‐2000
年）の一人として知られるヤコブ・フレンケルは「現代イスラエル経済が始まったのは 1985年であ
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第 1 段階は 1950 年代初頭から 1970 年代の前半までの期間で、高成長・低失業率・低イン










第 2段階は 1970年代半ばから 1980年代半ばにかけての約 10年間で、低成長と混乱と危







不安定な状況に入った時期である。イスラエル経済を見ると、1974 年から 1985 年の間の年平
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は 42%であったのが、79－85 年の年平均インフレ率は 185%というハイパーインフレとなった。
1984 年末のインフレは年率で 400%を超えた。インフレ要因の一つは財政赤字であり、1973－
84 年の対 GNP 比財政赤字は平均 17.3%という危機的状況を見せた。注意しておかなければ
いけないのは当時、賃金と税金は物価指数と連動していたため、実質賃金と税収への打撃は最
小限に限られていたことである。しかし同時に名目賃金の上昇はインフレを加速させる要因でも
あった。これが 1985年の ESP導入に至る前提条件となったのである。 






をはかり、その再開には 2週間という異例の期間がかかった。時価総額でGDPの 3分の 1を占
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があった。しかし 1985 年 7 月末に中央銀行法改正案がイスラエル議会（クネセト）を通過したこ
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ESP によるインフレ抑制政策の効果は直ちに現れた。1986 年のインフレ率は 19.6%に急落
し、1986 年から 1991 年までのインフレ率は年 16－20%の間で揺れ動いた。ハイパーインフレ
の克服にはたしかに成功したが、それでも低インフレ率というには高すぎインフレ問題は持ち越




が続いた。1989 年には財政赤字は対 GNP 比で 6.1%にまで上昇した13。しかし同じネオリベラ
リズムを信奉する BOI と財務省の間で妥協が成立し、その結果 1991 年には財政赤字削減法
が議会を通過した。注目すべきはこの法律制定で指導権を発揮したのは BOIであり、BOIの側
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第 3 に、資本市場のグローバル化も進展している。IPO（株式公開）市場、特に IT 関連企業



























ラエルの銀行シスエムは、商業銀行 12 行、外国銀行 4 支店、外国銀行 11 代表事務所で構成
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もうひとつ注目すべきは機関投資家などのノン・バンキング部門による企業向け信用供与の増大












ESP 後、イスラエルの労働市場は大きな影響を受けた。第 1 に、インフレ率の急落に伴い、ヒ
スタドルートの政労使交渉に対する期待が低下したことである。第 2 に、1990 年以降の集中的
な旧ソ連圏からの移民流入と質的にも多様な労働力の参入は労働市場を大きく変動させたこと



































20 世紀末から 21 世紀にかけて顕著な動きは、中国、インド18、ロシア、トルコとの貿易が急増
したことである。1997年のこれら 4カ国からの輸入は 10億ﾄﾞﾙで総輸入額の 3.5%であったが、
2000年には 22億ドルで 6.3%、2008年には 87億ドルで 13.4%に達した。輸出で見ると、1997
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とイスラエル双方でネオリベラリストが主流の地位にあり意思疎通がしやすかったことも事実であ
るが、政策面での指導関与が見られたことも無視できない。イスラエルにおけるネオリベラリズム
の導入は米国にとってもひとつの実験であり、かつ「モデル性」を持ったものであるが、同時に中
東地域における「先進性」を誇示するうえからも失敗が許されない実験であったともいえよう。米
国にとってのイスラエルの戦略的重要性は米国のコミットメントの深さにも反映されていた。換言
すれば、中東を含む他の発展途上国にとって成功が保証されていないという意味で、容易に応
用することが難しいモデルであった。 
 
